












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ンス語教育学会 「Revue japonaise de didactique du français」，
４，2009年，p.35.
11）前掲10)，p.41.
12）前掲10)，p.38.
13）関口靖広「教育研究のための質的研究法講座」北大路
書房，2013年，pp.148－178．S・Ｂ・メリアム（著）・堀
薫夫ら（訳）『質的調査法入門　教育における調査法と
ケース・スタディ』ミネルヴァ書房，2014年，pp.104-135.
14）歴史的見方・考え方に関して，本研究では，「社会的事
象を時期，推移などに着目して捉え，類似や差異などを
明確にしたり事象同士を因果関係などで関連付けたりし
て働かせるもの」と捉えることにする。次の文献を参考
にした。工藤文三編著『平成29年改訂　中学校教育課程
実践講座　社会」ぎょうせい，2018年，pp.115-116.
【附記】
　本研究は，研究協力校の所属長の承認を得て取り組んだ
ものである。ご協力いただいた中学校の先生方・生徒の皆
様に対し，心から御礼申し上げます。本当にありがとうご
ざいました。
【註】
1） 文部科学省 webpage「資料４：社会科，地理歴史科，公
民科における思考力,判断力，表現力等の育成のイメー
ジ」『社会・地理歴史・公民ワーキンググループにおける
審議のまとめについて』
2)　峯明秀「社会科授業改善の方法論改革研究―資質形成
の相違に応じた螺旋PDCAサイクル―」風間書房,2011年.
3)　峯は，アクションリサーチによる社会科授業改善研究
のプロセスについても，次の論稿の中で論じている。梅
津正美・原田智仁編著「教育実践学としての社会科授業
研究の探求」風間書房，2015年，pp.136-152.
4)　次の論稿には，教育実践学に基づく社会科授業改善の
www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/__icsFiles/
afieldfile/2016/09/12/1377052_02_1.pdf(2020年３月30日
確認)。
